



土  居  靖  範 
 































第 41巻 第 6号      『立命館経営学』     2003年 3月 









 そうした状況を統計で概観しておこう。世界で LRT および路面電車が運行されだした都市数
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わが国におけるＬＲＴ導入の突破口を探る（土居） 123 
  













































 1989年に市長選が行われたが，そこでの争点の 1つが VAL4) かトラムかの選択であった。
VAL建設を公約した市長を破ったのが環境を重視する「緑の党」所属で，トラムを推すカトリ







 1988年時点の機関別通勤交通手段は，自動車が 73％，公共交通 11％，2輪車 15％（うち自
転車 13％）であったが，交通計画の目標として 2010年までに自動車のシェアを 50％に引き下








                                                          
























 ストラスブールでは 2000年 9月に東西に通る B線と C線が開業（あわせて 12.2ｋｍ）し，従

























































































































図 2 ストラスブーグの LRT路線図 
注）〔A〕〔B〕〔C〕〔D〕は，LRTの各路線，〇は LRTの駅 
出所）Companie des Transport Strasbourgeois の案内パンフ等より作成 
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スブール広域都市圏共同体（CUS）が 52％，バ・ラン県が 25％で，残り 23％は民間資本である。 
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 建設費が地下鉄と比べて安い（1キロあたり，地下鉄は 200－300億円，LRTは 20－30億円ほどと
想定されている）。なおストラスブールの最初に開業したＡ線区間 9.8ｋｍにかかった建設費は
















 ドイツのカールスルーエの LRT は世界ではじめて幹線鉄道への本格乗り入れで，世界発信
した。1992年に LRTの市内線がドイツ鉄道の鉄道線に乗り入れて，路線ネットワークが一挙
に拡大したのである。この LRTはドイツ鉄道線の駅間では最高時速 95ｋｍで運行されている。 
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れる。 
2．わが国への LRT導入の可能性と現実性 





1997 年 8 月熊本市交通局がドイツの電車メーカーの技術を導入し製作された超低床新型車
両を一編成走らせ，これが「熊本効果」と称せられるほどの全国発信を行った。2003 年 1 月
現在，3 編成となっている。ヨーロッパのトラム革命を日本の人々が具体的に理解し体験しう
る条件が出来たのである。 



























・補助率  国 1／4，地方 1／4 
（LRT車両の購入：通常車両価格との差額に 1／2を乗じた額のいずれか
低い額） 
・予算額  平成 14年度：2億 9000万円／LRT車両：広島電鉄 3編成，伊予鉄道 2
両 











・補助率  1／2等（道路整備特別会計） 
・実施例  平成 14年度対象事業箇所：岡山，広島，熊本，鹿児島 
③都市再生交通拠点整備事業補助金 
・補助対象事業者 地方公共団体，民間 
・補助対象    架線柱，シェルター，停留場 
・補助率     国 1／3（一般会計） 























もので，1 財源問題，2 車線削減やトランジット・モール化に対するクルマ利用者の抵抗，3 沿
線住民，特に商店街の反対である。 
 欧米でも LRT の導入には色々と反対があった。世界の流れだからといって，そう簡単に一
朝一夕に導入されたところはないといえる。例えばフランスのグルノーブルの例では，1973
年に路面電車導入を盛り込んだ総合交通計画が策定されたが，10 年間の合意形成期間を経て，


























 「都市の格」を高め，住みつづけられるまちづくり・コミュニティづくりを目標に LRT の
位置づけを明確にし，それを実現させる全面的権限を地方自治体に与え，財源を重点的に投入
すべき時期は今しかない。 






    国内交通基本法 
    地方自治体交通助成法  
  LRT整備促進法 
  交通権条例 
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②LRT整備資金を確保する 
    ・上下分離方式の採用 
    ・都市交通税の徴収 
    ・ロード・プライシングからの課徴金をあてる。あるいは，「環境税」，「炭素税」をあてる。 
  ・道路特定財源の使途拡大をする 
    ・一般財源をこれまでの道路一辺倒から組み替えて LRTに投入する 
③LRT運営事業に独立採算制のしばりをはずす 

























































































                                                          
7) A New Deal for Transport: Better for Everyone. The Government White Paper on the Future of 
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